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第４章 計画の前提条件 
 

１ 教育・保育提供区域の設定                         

「子ども・子育て支援法に基づく基本指針」では、「市町村は、地理的条件、人口、交通事情

その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の整備状

況その他の条件を総合的に勘案して、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移

動することが可能な区域（以下「教育・保育提供区域」という。）を定める必要がある」と示さ

れている。 

本市においては、第１期計画策定時に、旧伊達市区域と大滝区を合わせた行政区１圏域を教育・

保育提供区域として設定しており、第２期計画策定時には、第１期計画の設定を継承したところ

である。 

第２期計画策定時から現時点までに、旧伊達市区域と大滝区との地理的条件やその他社会的要

因に大きな変化はなく、本計画期間中に新たな施設整備も見込まれないことから、需要に対する

供給を柔軟に対応するため、本計画でも第２期計画と同様に、教育・保育提供区域を行政区１圏

域として設定する。 

 

２ 計画期間の人口推計                            

（１）コーホート変化率法による人口推計 

本市の将来人口をコーホート変化率法で推計すると、2024 年（令和６年）に 31,516 人だった

総人口は、2029 年（令和 11 年）には 28,626 人と 9.2％減少することが見込まれる。また、2024

年（令和６年）に 2,931 人だった年少人口は、2029 年（令和 11 年）には 2,374 人と 19.0％減少

し、少子化の急速な進行が見込まれる。 

 

【グラフ 4-1】■本市の総人口及び年少人口の推計 
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【表 4-1】■総人口に占める年少人口割合の推計 

（人、％） 

区分 
実績 推計 

2024 年 2025 年 2026 年 2027 年 2028 年 2029 年 

総人口 31,516 30,905 30,391 29,798 29,091 28,626 

年少（15 歳未満）人口 2,931 2,803 2,709 2,589 2,485 2,374 

 割合 9.3 9.1 8.9 8.7 8.5 8.3 
資料：2024 年（令和６年）実績は住民基本台帳人口（各年４月１日）、2025 年（令和７年）～2029 年 

       （令和 11 年）の推計値は 2020 年（令和２年）～2024 年（令和６年）の住民基本台帳人口（各年 
４月１日）に基づき算出 

 

【グラフ 4-2】■2024 年（令和６年）からの人口減少比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）小学生以下人口の見通し 

【グラフ 4-3】■小学生以下人口の推計 
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【表 4-2】■小学生以下人口の推計 

（人） 

年齢 2025 年 2026 年 2027 年 2028 年 2029 年 

０歳 135 130 125 120 116 

１～２歳 284 263 267 257 247 

３～５歳 491 480 440 431 404 

就学前 計 910 873 832 808 767 

低学年 522 518 504 484 473 

高学年 680 625 591 521 517 

小学生 計 1,202 1,143 1,095 1,005 990 

計 2,112 2,016 1,927 1,813 1,757 

 

 

３ 量の見込みの算出について                         

（１）量の見込みの算出に当たって 

本計画では、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供するための

施設の整備の状況、その他の条件を総合的に勘案して、需要の指標となる量の見込みやその確保

方策を「教育・保育提供区域」ごとに設定する。 

第２期計画からの継続事業を含め、量の見込みを算出すべき事業は以下のとおりである。 

 

①教育・保育給付事業 

 

【表 4-3】■教育・保育給付事業一覧 

 教育・保育給付事業 対象年齢 

１ １号認定※１（認定こども園及び幼稚園）※専業主婦（夫）家庭、就労短時間家庭 ３～５歳 

２ ２号認定※２のうち、幼稚園利用希望がある家庭（認定こども園及び幼稚園） ３～５歳 

３ ２号認定（認定こども園及び保育所） ３～５歳 

４ ３号認定※３（認定こども園及び保育所＋地域型保育事業） ０歳 

５ ３号認定（認定こども園及び保育所＋地域型保育事業） １歳 

６ ３号認定（認定こども園及び保育所＋地域型保育事業） ２歳 
1 

 

 

 

 

 

 

 

 
1
※１１号認定：満３歳以上の学校教育のみ（保育を必要とする事由に該当しない）の就学前の児童 

※２２号認定：満３歳以上の保育を必要とする事由に該当する認定を受けた就学前の児童 

※３３号認定：満３歳未満の保育を必要とする事由に該当する認定を受けた就学前の児童 

用語の解説 
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②地域子ども・子育て支援事業 

 

【表 4-4】■地域子ども・子育て支援事業一覧 

 地域子ども・子育て支援事業 対象年齢・学年 新規・継続 

１ 子ども発達支援事業専門支援事業 ０～５歳 新規 

２ 子ども発達支援センター事業 ０～５歳 新規 

３ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） １～６年生 （継続） 

４ 児童館運営事業 ０～18 歳 新規 

５ 妊婦健康診査 — （継続） 

６ だてっこ子育てきずなＬＩＮＥ — 新規 

７ 乳児家庭全戸訪問事業 ０歳 （継続） 

８ 産後ケア事業 — 新規 

９ 養育支援訪問事業 ０～18 歳 （継続） 

10 子育て世帯訪問事業 — 新規 

11 子育て短期支援事業 ０～５歳 （継続） 

12 一時預かり事業 ０～５歳 （継続） 

13 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） ０～２歳 新規 

14 医療的ケア児保育事業 ０～５歳 新規 

15 病児保育事業 ０歳～６年生 （継続） 

16 延長保育事業 ０～５歳 （継続） 

17 親子関係形成支援事業 — 新規 

18 地域子育て支援拠点事業 ０～５歳 新規 

19 
利用者支援事業 
（こども家庭センター・妊婦等包括相談） — 新規 

20 
ファミリー･サポート・センター事業 
（子育て援助活動支援事業） 

０～５歳、 
１～６年生 （継続） 

※５「妊婦健康診査」、６「だてっこ子育てきずな LINE」、７「乳児家庭全戸訪問事業」、８「産後ケア事業」、
９「養育支援訪問事業」、19「利用者支援事業（こども家庭センター・妊婦等包括相談）」は、事業形態の性質
上、ニーズ調査とは別に量の見込みを算出。 

 

（２）量の見込みの算出方法 

量の見込みの算出に当たっては、原則として国の手続きに基づき、ニーズ調査から得た数値か

ら算出した。 

ただし、国の手引きは、標準的な算出方法を示すものであり、より効果的、効率的な方法によ

る算出を妨げるものではないとされているため、算出した数値と過去の実績値の間に大きな乖離

が認められた場合には、利用実態等を考慮した補正値をもって量の見込みとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 


